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輸出は足踏みが続く 
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１．季調ベースでは 12 ヵ月連続で貿易赤字 

財務省から発表された 3 月の貿易統計によると、輸出

金額は前年比＋14.7％と、2月の同＋19.1％から伸びが鈍

化し、市場予想（同＋17.1％）を下回る結果となった。一

方で、輸入金額は同＋31.2％と、市場予想の同＋28.9％を

上回り、2月の同＋34.1％に続き高い伸びを示した。 

季調済前月比では輸出金額が＋1.7％、輸入金額が▲

0.5％となり、季調済の貿易収支は▲8,998 億円と、12 ヵ

月連続で赤字となった（図表 1）。なお、2021 年度の貿易

収支は、5兆 3,749 億円の赤字となった。赤字に転落する

のは 2年ぶりで、赤字幅は過去 4番目の大きさとなった。 

 

２．欧米向け輸出が堅調 

輸出金額の前年比を価格と数量に分解すると、価格指

数が前年比＋16.4％、数量指数が同▲1.5％となり、輸出

金額の増加は、価格の上昇によってもたらされているこ

とがわかる（図表 2）。国際商品をはじめとして、世界的

に物価が上昇していることに加え、幅広い通貨に対して

円が安くなっている影響が現れていると考えられる。一

方で、輸出の実勢を表す数量指数は、茲許小幅プラスから

小幅マイナスの範囲で推移しており、輸出の実勢として

は、足踏み状態が続いている。 

輸出数量の伸びを主要相手国・地域別に見ると（図表

3）、米国向けが前年比＋11.7％（2月：同＋5.0％）、EU

（除英）向けが同＋7.5％（同＋2.1％）、中国向けが同▲

13.0％（同＋8.5％）となった。中国向けが大きく減少し

ているが、3月上旬からのコロナ感染再拡大によって、上

海などでロックダウンが実施された影響と考えられる。 

品目別のデータが取得可能な金額ベースで主要相手

国・地域別の輸出動向を見ると、米国向けの輸出金額（構

成比：18％）は前年比＋23.8％（2月：同＋16.0％）と、

前月からプラス幅を拡大させた。構成比で 27％を占める

一般機械が同＋37.2％（同＋27.1％）と、2月からプラス
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(図表1)季節調整済貿易ﾊﾞﾗﾝｽの推移億円

（出所）財務省「貿易統計」
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％ （図表2） 輸出指数の推移(前年比)
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％ （図表3）地域別輸出数量の推移（前年比）
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幅が拡大した。特に原動機（同＋48.7％）や半導体等製造装置（同＋64.8％）の伸びが大きく、この 2つだけで

米国向け輸出を 4.3％ポイント押し上げている。また、電気機器も同＋25.9％とプラス幅が前月（同＋10.9％）

よりも拡大した。歴史的な物価高に見舞われている米国経済だが、堅調な内需を背景に、一般機器や電気機器の

需要が拡大している姿を示していると考えられる。 

EU（除英）向け（構成比：9％）は同＋16.8％（同＋8.8％）と、2 月からプラス幅が拡大した。品目別に見る

と、構成比で 26％を占める一般機械が同＋31.6％（同＋21.7％）、17％を占める電気機器も同＋6.1％（同＋2.8％）

と伸びが拡大した。一方、21％を占める輸送用機器は同▲1.0％（同▲17.5％）と、前月からマイナス幅は縮小し

たものの、3ヵ月連続でマイナスとなった。 

中国向け（構成比：21％）は同＋2.9％（同＋25.8％）と、伸びが大きく縮小した。感染拡大に伴い上海がロッ

クダウンされた影響が大きかった。前月の高い伸びは、毎年 1、2月に現れる春節の時期のずれの影響である。年

初来の伸びを見ると、1－2月は、前年比＋9.8％となったものの、1－3月では同＋7.0％となっており、3月に入

り伸びが鈍化している様子が確認できる。 

 

３．エネルギーの伸びが輸入額を押し上げ 

 輸入金額の前年比を価格と数量に分解すると、価格指

数が同＋31.2％なのに対して、数量指数は前年比横ばい

となっており、輸出同様、価格上昇が輸入金額の増加要因

のほとんどを占める（図表 4）。品目別に見ると、構成比

率の高い電気機器（構成比：14.6％）が同＋15.6％、化学

製品（同 12.9％）が同＋42.2％、原料別製品（同 9.9％）

が同＋39.0％と高い伸びを示しているが、最大のウェイ

トを占める鉱物性燃料（同 24.5％）が同＋80.5％と、他

の品目と比較して伸びが著しく高くなっている（図表 5）。

寄与度を見ても 14.3％ポイントと輸入全体の伸びの約半

分を占める。ウクライナ紛争の影響によってエネルギー

価格が急上昇したことに加え、日米の金融政策の方向性

の違いが意識され、円安ドル高が進んだことも影響して

いる。 

 

４．貿易赤字解消の目途は立たず 

エネルギー価格の上昇などを主因に、貿易赤字は当面

の間継続する公算が高い。資源価格の行方は、ウクライナ情勢に左右される展開が続くとみられるが、仮にウク

ライナとロシアが早期に停戦合意に達したとしても、欧米による各種制裁がすぐに解除される公算は低く、エネ

ルギー供給への不安が解消される可能性は低い。一方で、ロシアによるウクライナ東部への攻撃激化により、民

間人の被害が拡大した場合には、欧米による制裁がさらに強化され、エネルギー価格の一段の高騰を招く可能性

もある。 

輸入金額の高止まりが見込まれる一方で、輸出金額の伸びは緩慢なものにとどまると予想する。18日に公表さ

れた中国の 1－3 月期の実質 GDP 成長率は、前期比＋1.3％と、10－12 月期（同＋1.5％）から鈍化した。ロック

ダウンが行なわれている上海では、新規感染者数が 1日当たり 2万人を超えるなど、感染収束の目途は未だ立っ

ておらず、中国景気には下押し圧力がかかっている。今後の中国向け輸出は、景気減速に伴って一段と弱含む可
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％ （図表4） 輸入指数の推移(前年比)
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（図表5）品目別輸入金額の推移（前年比）
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能性が高い。 

欧州では、エネルギー価格の上昇や供給制約の影響が残ることで、当面は景気に下押し圧力がかかった状態が

続く可能性が高い。ただ、再びエネルギー価格が急騰する展開が避けられるようなら、景気は緩やかな回復傾向

を維持すると考えられ、欧州向け輸出も緩やかな回復が見込まれる。 

一方で、米国経済は堅調な推移が見込まれる。米 CPI は約 40 年ぶりの水準まで上昇しているものの、米国経

済の約 7割を占める個人消費は底堅く推移している。また、良好な企業業績を背景に、企業の積極的な投資スタ

ンスも維持されると見る。FRB による利上げによって、景気拡大の勢いは幾分削がれるものの、2022 年は潜在成

長率を大きく上回るとみている。こうした状況のなか、米国向けの輸出は底堅く推移すると予想する。 

輸出全体としては、米国向けの輸出が比較的好調に推移する一方で、中国向け輸出の一段の鈍化が避けられな

いことから、均してみれば 2023 年度まで緩慢な伸びにとどまると予想する。 
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